
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

- 30

健康課長
遠藤　毅彦

15

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 24

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

-

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

健康課長
遠藤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

90 90

健康課長
遠藤　毅彦

98

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 97

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（４市の実施内容・体制は違う ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

87

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

健康課長
遠藤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

10-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

健康づくりの推進

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

一般財源

目的
・

意図

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

廃止予定
の有無

廃止予定
の有無

全部
委託

一部
委託

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

事業
内容
・

活動
手段

外部評価

対象

指定
管理

女性がライフサイクルにおけ
る身体の変化について正しい
知識を得て、自分にあった健
康づくりに取り組むきっかけ
となる。

女性のライフサイクルにあっ
た健康づくりの情報提供とし
て以下の事業を開催。
・女性のための健康講座
・骨粗しょう症検診時の健康
教育・個別相談
・ロコモティブシンドローム
予防講演会および運動教室

健康づくりを推進するための
関係機関・団体・市民代表か
らなる１４名の委員

健康づくりに関連する組織か
らの代表と一般市民から構成
される協議会で年２回開催。

市民の健康づくりの啓発及び
各種事業の推進、健康づくり
計画の調整・協議

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

（国）健康増進法
（市）東久留米市健康づくり推進協議会設置要綱

財政健全経営計画
実行プラン

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

政策的 (改正実施年度　　年度)

事業
内容
・

活動
手段

9

市民のうち主に女性を対象

廃止予定
の有無

4

参加者の
うち「生
活に取り
入れられ
そうなこ
とがあっ
た」と思
う割合
(％)

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

事業の開
催回数
（回）

4

（国）健康増進法
（市）データヘルス計画

食事や健康の不安について助
言を聞くことで、食生活改善
や疾病予防について知り、健
康維持・増進を図ることがで
きる。

食生活や健康に関する個別相
談を管理栄養士、保健師が行
う。

妊娠期から高齢期までの食
事・健康相談希望の一般市民

目的
・

意図

終期

対象

 直営
（委託無）

財政健全経営計画
実行プラン

11

16

11

相談者の
うち「自
分に合っ
た食事や
健康づく
りの内容
が理解で
きた」と
思う割合
（％）

東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

（国）健康増進法

健康づくり推進協
議会事業

女性の健康づくり
事業

10-02-04

健康課
保健サービス係

西東京市

根拠
法令
等

4

（国）健康増進法
（市）東久留米市国民健康保険データヘルス計画

若年層の特定健診受診者のう
ち、非肥満の要指導者

小集団による健康教室
・２コース（２日で１コー
ス）開催
・保健師、管理栄養士、健康
運動指導士、歯科衛生士によ
り情報提供を行う。

開催回数
(回)

根拠
法令
等

終期

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

財政健全経営計画
実行プラン

事業
内容
・

活動
手段 4

対象

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

根拠
法令
等

対象 外部評価

補助
金

小平市

上乗せ 横出し

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

対象

自主的
(条例・規則等)

健康課
保健サービス係

食事相談・健康相
談事業

10-02-01

健康課
特定健診係

上乗せ 横出し

努力義務的
(法律・政令等)

終期

10-02-02

健康課
保健サービス係

10-02-03

　

開催回数
(回)

課題が協
議され、
合意を得
た割合
(％)

106 183105

182 227

204 265

説明：
地域の健康づくりに関連する組織と一般
市民による委員により、当市の健康づく
りに関する協議をする場があることは重
要であるため、年２回開催を継続する。

　制度改正の
余地がある

204,500

業務フローに改
善の余地がある

409

効率性 2 達成度

2 211

2

394

182

196,750

30年度の方向性 現状維持

2 204 469 234,500 100

総合評価（課題・方向性）：
【評価】委員は、医師会、歯科医師
会、薬剤師会、保健所の他、地域の健
康づくりに関連する組織と一般市民か
ら構成され、健康課事業と共に、市健
康増進計画「わくわく健康プラン東く
るめ（第２次）」の推進体制につい
て、検討・助言をいただいている。ま
た、委員からは様々な助言だけなく、
事業への積極的な協力が得られてい
る。
【課題・方向性】今後も地域で健康づ
くりを推進するために継続していく。

3

説明：市健康増進計画（第2次）となり、
新しい体制構築の報告等をするため、資
料準備等に時間を要した。

＊平成27年度より医療包括補助の対象外
となっている。

効率性

　

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

0- 0 #VALUE!

総合評価（課題・方向性）：
【評価】事業を通して女性のライフサ
イクルに合わせた健康づくりの大切さ
について周知することができた。
【課題】事業参加者数が増えない。
【方向性】働く世代が参加しやすい開
催時間を検討（平成29年度は一部運動
教室を準夜間に開催へ）。

説明：
女性のライフサイクルに応じた健康づく
りの事業は重要であるので、現状を維持
していく。

30年度の方向性 現状維持

177 459 41,727 100

709 44,313

効率性

説明：
データヘルス計画にも位置付け、子育て
中の若い世代の方も利用してもらい、よ
り予防的に相談できる体制としている。

説明：都補助金対象が４０～６４歳の方
の利用がない場合、健康診査補助対象外
になる。回数が減ったため事業費減額と
なっている。

＊（都）健康診査補助により（２／３）
補助

総合評価（課題・方向性）：
【評価】生活習慣の見直しを希望され
る方に対し、病態や食生活上の留意点
など情報提供・助言し、健康管理への
支援をしている。相談の結果、受診に
繋がったり、助言を実践し検査データ
の数値改善がみられたりしている。
データヘルス計画に位置付けられた事
業として、予防的な視点で子育て世代
にも実施し、平成２８年度は８組の利
用があった。
【課題】高齢者の利用が多くなってい
る。
【方向性】健康診査補助対象となる働
く世代が利用できるよう、周知する。

426 38,727

義務的
(法律・政令等)

西東京市

給付
事業

該当

現状維持

168 282

118 261 330

34

379

182 244148

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

3 達成度 3

説明：現状維持で実施できているが、参
加者数減少のため事業費減額となってい
る。

＊（都）健康診査補助（２／３）により
補助

120 123 342

330174

3
668 167,000

効率性 4
164

136164

達成度

667 166,750367

585 146,250 109

終期

小平市 東村山市 清瀬市

説明：平成27年度では健康増進事業補助
金を活用し、平成28年度では国保事業と
して実施。参加人数による費用対効果が
見込めない状況にある。

業務フローに改
善の余地がある

開催回数
(回)

730

行政
補完的

285

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

参加者数
(延べ人
数)

上乗せ 横出し

338

対象

自主的
(条例・規則等)

給付
事業

該当

努力義務的
(法律・政令等)

 直営
（委託無）

30年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

2 84 13 13 58 479 563 281,500 50

事業
内容
・

活動
手段

総合評価（課題・方向性）：
東久留米市国民健康保険データヘルス
計画により、若年層かつ非肥満用指導
者への予防的なアプローチが重要であ
ることから、新規事業として企画・実
施したもの。参加者は、健診結果の見
方や自分にあった健康づくりについて
の情報を得ることができていたが、生
活改善目標の実践は半数に留まってい
る。しかしながら、参加人数による費
用対効果が見込めず、現行の職員体制
からも平成29年度以降の実施は困難で
あることから、事業廃止の方向とす
る。

1 達成度 1

対象
説明：
東久留米市国民健康保険データヘルス計
画に位置付けられた事業である。データ
ヘルス計画はPDCAサイクルに則り事業を
実施していくものである。

182,500

制度改正の
余地がある 　

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

対象 外部評価

健診フォロー講座
事業

西東京市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

廃止予定
の有無

300

243

44563 222

対象者が、健診の見方や生活
習慣改善の情報を得ることに
より、健康づくりの目標設定
をして実践する。

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

10-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

健康づくりの推進

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

一般財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

95 95

健康課長
遠藤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2,400 2,400

健康課長
遠藤　毅彦

2,303

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2,397

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1,902

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 90

健康課長
遠藤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（各市の実施内容、体制は違う）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

11.0 15.0

健康課長
遠藤　毅彦

10.9

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 11.7

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

22.3

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

外部評価

終期

財政健全経営計画
実行プラン

薬物乱用は、肉体と精神へ悪
影響があることを周知する。

市立中学校へ薬物乱用防止に
関するポスター・標語を募集
し表彰する。
地区協議会指導員による啓発
講演を行う。

公立中学校生徒

62 1,099

74 1,156

その他(都内の区市町村のほ
ぼ全域)

2,733

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

事業
内容
・

活動
手段

横出し

・大麻取締法　・麻薬及び向精神薬取締法　・覚醒剤取締法　・阿片取締法　・薬事法

廃止予定
の有無

東村山市
目的
・

意図 2,721

清瀬市

 直営
（委託無）

西東京市

全部
委託

一部
委託

小平市

行政
補完的

健康づくり推進部会を開催
し、健康づくり推進員（推進
員）の人財育成と共に、推進
員による取組みを企画・運営
している。
・推進体制として東くるめ
　わくわく元気ｐｌｕｓ＋等
　の取り組みを通して、健康
　づくりを市民に広める

部会およ
び活動開
催日数
(回)

説明：市健康増進計画（第2次）に基いた
取組みであり、健康づくり推進員（市
民）と協働で活動する現在の体制を、今
後も継続していく必要がある。

総合評価（課題・方向性）：
【評価】東久留米市健康増進計画に
沿って健康づくり推進員とともに展開
している。平成２８年度は、第２次計
画の新たな推進体制として「東くるめ
わくわく元気ｐｌｕｓ＋」事業を推進
員とともに構築した。また、推進員の
人財育成としての学習会や、継続取組
みである「わくわく禁煙キャラバン」
を全小学校へ実施した。
【課題】第２次計画に沿って計画の推
進。市民にとって身近な健康づくり推
進員を増やしていく。
【方向性】今後も市民の健康づくりの
普及のために、第２次計画に沿って市
民と協働で健康づくりを広めていく。

推進員活動等を通して、市民
の健康意識を高める。
市民一人ひとりの健康づくり
とそれを支える地域社会づく
りを目指す。

市民

終期

（国）健康増進法　 （市）健康増進計画  （市）東久留米市健康づくり推進協議会設置要綱   

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

 (改正実施年度　　年度)

8,154

説明：新しい推進体制として「東くるめ
わくわく元気ｐｌｕｓ＋」については、
新規事業として事業費として別枠で計上
している。

＊（都）医療包括補助で（１／２）補助

その他(都から地区協議会へ
委託料交付)

（国）健康増進法
（市）データヘルス計画

外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

廃止予定
の有無

該当

補助
金

指定
管理

健康セミナー事業

10-02-05

健康課
保健サービス係

10-02-06

薬物乱用防止推進
事業

根拠
法令
等

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

政策的

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

わくわく健康プラ
ン推進事業

10-02-07

健康課
保健サービス係

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象

10-02-08

健康課
予防係

特定保健指導事業

制度改正の
余地がある

3 達成度 3

目的
・

意図 6 546

582

1,076

　
市民

説明：生活習慣病予防は重要であるた
め、母子保健事業との連携により子育て
中の若い世代も参加できるよう保育付を
継続。

説明：
生活習慣病予防の中でも重要な糖尿病予
防と高血圧予防の2コース開催。

＊（都）健康診査補助により（２／３）
補助

市民が生活習慣病予防につい
て正しい知識を持つことで、
健康づくりに取り組むきっか
けとなる。

57

対象

市立中学
校生徒数
(人)

530206

145,500

ポス
ター・標
語応募者
数(人)

2,682

543

上乗せ

現状維持

4 303 636 159,000 105

総合評価（課題・方向性）：
【評価】体験型の病態別教室で、専門
職（管理栄養士・保健師）が生活習慣
改善の具体的内容を伝えている。参加
者自身が目標設定して取組み、生活習
慣改善実践につながっている。
【課題】参加者が少ない。
【方向性】働く世代が参加しやすいよ
う平成29年度は土曜開催を試みる。生
活習慣病予防は重要であるため、今後
も継続して実施する。

事業
内容
・

活動
手段 4

179,333

対象

293

開催回数
(回)

333

生活習慣病予防に関する病態
別講座と調理実習を１コース
２回で開催。

2,403

131

137 289156

340

業務フローに改
善の余地がある 　

効率性

30年度の方向性

30年度の方向性

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

目的
・

意図 45 4,806 12,960 288,000

参加者の
うち「生
活習慣病
予防の知
識が得ら
れた」と
思う割合
(％)

172

現状維持

74 1,230 450 96

効率性 3 達成度 3
1,161 433

総合評価（課題・方向性）：東京都薬
物乱用防止推進協議会の啓発活動に、
当東久留米地区協議会の同調した活動
を展開することと思われる。但し、当
協議会の人的規模は11名から増えず、
現状以上の活動を志向するのは難し
い。

　

62

57 1,421

説明：薬物乱用防止推進ポスター・標語の募集
から応募作品の受付、選考準備、審査、発表、
作品返還、賞品配布迄の業務量が非常に多い
が、ポスターと標語の作品応募締切日を同一日
としない、選考準備作業を担当のみならず係全
員で取り組むなど、既に可能な範囲で業務フ
ローの改善は行っている。

説明：東京都薬物乱用防止推進東久留米
地区協議会と協働して啓発活動を展開し
ていく。活動内容等、例年通り実施して
おり、大きなコスト増減は無い。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

1,478

現状維持

38 2,571 10,271 270,289 111

事業
内容
・

活動
手段 13,224 269,878

効率性 3 達成度

49 4,976

対象

4

896 1,675 7,700

推進員お
よび取組
み参加者
のうち
「健康づ
くりを意
識した」
と思う割
合(％)

2,403

2,488 2,488 8,248

終期

対象

特定健診の結果ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ
のリスクが高く、動機づけ支援
または積極的支援対象者と判定
された40～74歳の東久留米市国
民健康保険加入者

特定保健
指導利用
者数(人) 9,033 14,270

制度改正の
余地がある

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

目的
・

意図

健康課
特定健診係

　
根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

1,517 104,161

拡大

高齢者の医療の確保に関する法律（国）

8,565 1,447 1,447 5,671 5,433 13,998 116,650 73

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞ
ﾙで特定保健指導委託業者を選定し、
医師会含め2者に委託。積極的支援は
一部直営。利用者負担無。生活習慣病
予防の特定保健指導実施は保険者に義
務づけられている。保健指導のPR充
実、未利用者に対する利用勧奨実施、
休日・夜間利用を可能としているが、
保健指導実施率は下降傾向にあり、プ
ロポーザルや健康増進・サポート事業
（QUPiO）の活用により、今後も事業
拡大しながら継続が必要。

事業
内容
・

活動
手段

対象者には個別通知
メタボリックシンドロームの
リスクにより、動機づけ支援
または積極的支援に分かれ、
生活習慣改善のための指導を
6か月間実施。直営と2社に委
託して実施。 特定保健

指導実施
率(％)

東村山市 清瀬市

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

137
廃止予定
の有無

補助
金

5,807 959

業務フローに改
善の余地がある

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑや予備軍を選
び出し、生活習慣改善のため
の指導を行い、生活習慣病を
予防する。小平市

30年度の方向性

西東京市

239

効率性

120

2 達成度 1

説明：実施率はやや低下傾向にあるた
め、実施率の引き上げが課題である。平
成28年度より健康増進・サポート事業
（QUPiO）を本格稼働し、ICTの活用によ
り健診結果を「自分ごと化」し、自らの
健康について意識づけを行うことがで
き、特定保健指導実施率向上にむけて期
待していきたい。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

959 3,889 5,178 10,985 45,962
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

5,2371,517 5,999

行政
補完的

政策的

　

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

10-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

健康づくりの推進

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

一般財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

50.5 53.0

健康課長
遠藤　毅彦

50.2

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 50.0

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

49.7

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

90 90

健康課長
遠藤　毅彦

84

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（４市の実施内容・体制は違う）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

55.0 72.0

健康課長
遠藤　毅彦

53.7

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 71.4

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

62.5

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2.0 2.6

健康課長
遠藤　毅彦

1.9

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2.5

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2.4

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

40歳以上の市民

受診者数
(人)

6,039 1,799

3,375 897

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

30年度の方向性 現状維持

がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

795 4,745 1,588 3,157 941 5,686 7,152 73

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：バリウム
による胃部レントゲン間接撮影。胃が
ん検診は国のがん検診指針に基づくも
のであり、今後も継続して実施してい
く必要がある。また、国の指針も改正
され、内視鏡検診が推奨されたことか
ら、市内の実施体制も踏まえ検討して
いく必要がある。

事業
内容
・

活動
手段 受診率

(％)

効率性 3 達成度

説明：胃がん検診は検診車による検診で
あるため、医師や検診車の出張経費等固
定経費が発生する。効率性を高めるた
め、一回の検診日に多くの受診者を確保
するよう、最少の日数設定でより多くの
市民が受診することが望ましい。平成28
年度より、これまでの往復はがきから官
製はがきによる申し込みに変更し、市民
の利便性向上に努めた。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

問診・胃部エックス線検査の
実施

2,234

根拠
法令
等

該当

上乗せ

907 6,946 6,757

補助
金

目的
・

意図

胃がんの早期発見、早期治療
に結びつける。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

5,609

横出し

1,028
廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

給付
事業

6,506 6,680
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

4,240

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

がん検診の結果「要精密」と
判定された市民

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,489 247

外部評価

30年度の方向性 現状維持

がん検診予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（国）

262 162 100 428 690 521 75

説明：委託業者（医師会含む）による更
なるフォローには逆にコストもかかるこ
とから、現在以上の業務フロー改善は見
込めない。

総合評価（課題・方向性）：精密検査
未受診者をより少なくする必要があ
る。要精密者に対してその後精密検査
を受診したかどうか郵送や電話で状況
を把握し、未受診の場合などは受診勧
奨を行い、精密検査へと繋いでいる。
精密検査受診をより勧めることと、受
診状況を正確に把握できるようにする
ために、平成26年度より、まずは大腸
がん検診において一次医療機関から、
精密医療機関への複写式の紹介状を渡
してもらうこととした。精密検査受診
により、がんの重症化を防ぎ、結果的
には本人の負担や医療費の削減に繋が
ることから、今後も継続して実施して
いく必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

肺がん検診は、医療機関で受診
状況を把握。大腸がん検診は、
精密検査依頼書を発行し、結果
を把握。子宮頸がん検診、乳が
ん、胃がん検診は、検診結果通
知に受信結果調査を同封して、
結果を把握。未把握、未受診の
ものについては、健康課で受診
勧奨を行い、適切に受診できる
ようにする。

要精密者
受診率
（精密検
査受診者
数／がん
検診の結
果「要精
密」と判
定された
者の数）
(人)

90

上乗せ 横出し

1,442 179
説明：検診受診後、精密検査が必要と
なった方へのアプローチにはタイミング
のほかに精密検査受診の必要性を訴える
ことが重要であるため、フォローアン
ケート送付後の返信率を高める工夫を検
討していく必要がある。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

必要な精密検査を受診でき
る。がんを早期に発見し、適
正医療を受ける。

対象

440
財政健全経営計画

実行プラン

がん検診
の結果
「要精
密」と判
定された
者の内、
フォロー
が必要な
者の数
(人)

行政
補完的

412 591 410

効率性 1

124

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

40～74歳の東久留米市国民健
康保険加入者

受診者数
(人)

　

根拠
法令
等

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

自主的
(条例・規則等)

　

清瀬市 西東京市

11,852 141,606 23,396 23,396 94,814 5,565 147,171 12,417
財政健全経営計画

実行プラン

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

23,395 92,480

5,839 145,161 12,937

総合評価（課題・方向性）：市内指定
医療機関にて健診実施。対象者全員に
受診券等を郵送。誕生月毎に健診実施
月を分け、6～10月に市内指定医療機
関にて個別健診実施。自己負担金無。
生活習慣病予防のための特定健診実施
は保険者に義務づけられている。若い
世代の受診率が低いことから、平成25
年度より40代へ受診再勧奨ハガキを個
別通知している。今後はより効果的な
年代を分析し勧奨することで、受診率
の引き上げを図っていく。

事業
内容
・

活動
手段

メタボリックシンドローム予
防のための健診として、対象
者には個別通知をし市内指定
医療機関にて個別健診実施。
健診内容は高齢者医療確保法
に基づき実施。

受診率
(％)

3

廃止予定
の有無

説明：受診率は多摩全体と比較し高い
が、やや横ばい傾向にあるため、受診率
の引き上げ、特に若年層への対策が課題
である。平成28年度から健康増進・サ
ポート事業（QUPiO）を本格実施し、健診
受診によるポイント付与等、ポイントプ
ログラムの導入により、引き続き健診受
診率の向上を図っていく。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑや予備軍を早
期に発見し生活習慣病を予防
する。

小平市 東村山市

効率性 3 達成度

行政
補完的

対象 外部評価

5,629 144,899 12,43911,649 139,270 23,395

95

30年度の方向性 拡大
業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

説明：
こころの健康づくり事業として講座を開
催することは重要なので、対象を市民か
ら関係者にして、現在の事業形態を継続
実施していく。

説明：
市民にとって重いテーマで参加者が少な
いので、今後は職員など関係者等への
ゲートキーパー講座を開催していく。

＊東京都に講師依頼したため、交付金補
助の利用なし。今後は、交付金申請を
行っていく。

高齢者の医療の確保に関する法律（国）

11,221 139,322 22,619 22,619 94,084

がん検診フォロー
事業

10-02-11

健康課
特定健診係

健康課
特定健診係

10-02-09

健康課
特定健診係

廃止予定
の有無

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

胃がん検診事業

10-02-10

健康課
保健サービス係

自殺予防普及啓発
事業

10-02-12

特定健康診査事業

310,500

140 140,000 93

効率性 4 達成度 3
132

20 120

業務フローに改
善の余地がある

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度) 参加者の
うち「心
の健康づ
くりの理
解が深
まった」
と思う割
合（％）

144

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市
市民が、自殺予防につながる
心の健康づくりについて知る
ことができる

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

（国）自殺対策基本法

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

201

事業
内容
・

活動
手段

心の健康づくりに関する講演
会開催およびパネル展示等

市民対象

271

　制度改正の
余地がある 　

講演会の
開催
（回）

目的
・

意図 2 621

159

30年度の方向性

144

現状維持

総合評価（課題・方向性）：
【評価】こころの健康づくり講演会と
して、自殺の大きな原因の一つである
うつ病予防を中心に開催し、参加者は
心のセルフケアの重要性や、周囲の声
かけ・気づきの重要性への理解が深
まっていた。
【課題・方向性】市民にとって重い
テーマであるので講演会の参加者が少
ない。自殺対策基本法の一部改正に伴
い、国および東京都の方針をふまえ
て、今後市で計画策定をしていく必要
がある。
【方向性】平成29年度は、ゲートキー
パー講座を関係者等対象に行うと共
に、交付金申請をしていく。また、平
成29～30年度に示される国および東京
都の方針をふまえ、当市計画策定につ
いて検討していく。

1

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

1

達成度

123

159,000

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

0 477

27

補助
金

1,325

408 655

974

指定
管理

89

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

10-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

健康づくりの推進

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

一般財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

58.0 58.5

健康課長
遠藤　毅彦

57.7

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 57.5

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

58.8

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

11.8 9.3

健康課長
遠藤　毅彦

11.7

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 9.2

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

7.6

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

17.7 14.6

健康課長
遠藤　毅彦

17.5

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 14.5

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

6.0

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1.1 1.1

健康課長
遠藤　毅彦

1.0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1.0

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1.0

1,203 8,375 5,565
財政健全経営計画

実行プラン
対象

根拠
法令
等

1,217 17,483 8,329

1,505 7,172

業務フローに改
善の余地がある

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
12月31日時点で奇数年齢の40
歳以上の女性

受診者数
(人)

16,266 4,844 11,422

該当

説明：平成27年度より、新たに東京都予
防医学協会の検診車を使用した検診導入
により、休日での受診が可能となった。
このことにより受診率は上がったが、世
間の動向等により受診者数が急増するこ
ともあり、受診日の日数設定の予測をた
てることが難しい。

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

2,195 15,941 5,335 10,606 1,262 17,203 7,837 120

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：平成26年
度より市内医療機関が1か所増え（ア
ルテミス・ウイメンズホスピタル）、
これまでの清瀬の複十字病院とあわせ
て2か所に検診を委託したことで、今
までよりも受診しやすい環境が整っ
た。乳がん検診は国のがん検診指針に
基づくものであり、今後も継続して実
施していく必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

問診・視触診・
マンモグラフィ検診（乳房
エックス線検査）の実施

4,316

受診率
((前年度
受診者＋
今年度受
診者－2年
連続受診
者)÷今年
度対象者
数×
100)(％)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

効率性 3 達成度 4

外部評価

自主的
(条例・規則等)

2,099
廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

乳がんの早期発見、早期治療
に結びつける。

小平市 東村山市 清瀬市

2,856

西東京市

上乗せ 横出し

対象

対象

40歳以上の市民

受診者数
(人)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

941

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

455 3,158

終期

3

廃止予定
の有無

説明：平成27年度より、読影会時期の見
直しにより、結果送付をこれまでよりも
若干早期化したことで、受診者の利便性
の向上を図ることができた。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

肺がんの早期発見、早期治療
に結びつける。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

478 3,393 1,351 2,042 856 4,249 8,889
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

上乗せ 横出し

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

477 3,329 1,114 2,215 898 4,227 8,862 91

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：東久留米
市医師会に検診を委託。肺がん検診実
施後に、読影会開催しており、近年パ
ソコンによってレントゲンフィルムを
管理する医療機関が増えている。肺が
ん検診は国のがん検診指針に基づくも
のであり、今後も継続して実施してい
く必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

問診・胸部Ｘ線検査（全員）
喀痰細胞診検査（医師が必要
と認めた者のみ）の実施

受診率
(％)

2,217 866 4,024 8,844

効率性 3 達成度

30年度の方向性 現状維持

がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

1,882 11,201 3,749 7,452 834 12,035 6,395 126

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：東久留米
市医師会に検診を委託している。これ
まで市内に婦人科が少ないのが課題で
あったが、平成26年度より市内での委
託医療機関が1か所増え（アルテミ
ス・ウイメンズホスピタル）、受診者
向上に繋がった。子宮頸がん検診は国
のがん検診指針に基づくものであり、
今後も継続して実施していく必要があ
る。

事業
内容
・

活動
手段

問診・視診・内診・
子宮頚部の細胞診の実施

制度改正の
余地がある 　

6,965 804

4,682 795

達成度 5

受診率
((前年度
受診者＋
今年度受
診者－2年
連続受診
者)÷今年
度対象者
数×
100)(％)

行政
補完的

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

西東京市

1,121 7,780

説明：若年層の受診率が依然として低い
ため、今後も個別勧奨等で受診率の向上
を図る必要がある。

 直営
（委託無）

指定
管理

補助
金

受診者数
(人)

業務フローに改
善の余地がある

目的
・

意図

子宮がんの早期発見、早期治
療に結びつける。

小平市 東村山市 清瀬市

8,575 7,649

10,723 6,334

効率性 3

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1,693 9,919 2,954

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

12月31日時点で奇数年齢の20
歳以上の女性

　

49,140

財政健全経営計画
実行プラン

効率性 3

廃止予定
の有無

説明：限られた健診期間でいかにして市
民に受診を促すかも検討課題ではある
が、一方で既に保険診療で継続受診して
いる場合もある。健診の受診が望ましい
方にはできるだけ受診していただけるよ
う効果的に周知していくことが必要と考
えられる。

 直営
（委託無）

達成度 3

全部
委託

行政
補完的

該当

上乗せ 横出し

8,068

　

制度改正の
余地がある 　

高齢者の医療の確保に関する法律（国）

91,729 51,265

11,430

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：東京都後
期高齢者広域連合より委託を受け、市
内指定医療機関にて健診実施。対象者
全員に受診券等を郵送。誕生月毎に健
診実施月を分け、6～10月に市内指定
医療機関にて個別健診実施。東京都後
期高齢者広域連合の定めにより、自己
負担金：500円。市内医療機関の協力
もあり、受診率は毎年少しずつ上昇
し、高い受診率を維持している。病気
の早期発見・早期治療のために、今後
も継続実施が必要である。

44,633 39,098

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

病気の早期発見、治療を行
う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

7,837 83,731

対象

後期高齢者医療被保険者
（75歳以上の方、65歳以上で
一定の障害がある方）

受診者数
(人)

業務フローに改
善の余地がある

30年度の方向性 現状維持

一部
委託

廃止予定
の有無

40,464 5,839 97,568 11,585 99

全部
委託

根拠
法令
等

後期高齢者健康診
査事業

10-02-14

健康課
特定健診係

子宮がん検診事業

健康課
特定健診係

10-02-13

健康課
特定健診係

10-02-16

健康課
特定健診係

肺がん検診事業

乳がん検診事業

10-02-15

3,098

5,629 92,215

一部
委託

受診率
(％)

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

89,296 11,394

対象 外部評価

37,446

5,565

事業
内容
・

活動
手段

対象者には個別通知
市内指定医療機関にて個別健
診実施

86,586

8,422

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

10-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

健康づくりの推進

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

一般財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

32.0 33.0

健康課長
遠藤　毅彦

31.8

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 32.3

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

31.0

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1.0 1.1

健康課長
遠藤　毅彦

0.8

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1.0

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1.1

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

7.2 6.5

健康課長
遠藤　毅彦

7.1

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 6.2

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

6.3

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

77 77

健康課長
遠藤　毅彦

74

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 76

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

77

400 7,855 571
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

13,765 2,969 4,486

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

81 176 71

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

40歳以上の市民

受診者数
(人)

8,121 2,419

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

69 160 49
1

廃止予定
の有無

説明：検診日は1日のみであるが、受診者
数を考慮すれば適切であると思われる。
健康増進事業補助金対象となり、平成28
年度から一般財源の支出分の削減につな
がった。また、同年度より、これまでの
往復はがきから官製はがきによる申し込
みに変更し、市民の利便性向上に努め
た。今後は1日あたりの受診者数の拡大に
努めていく必要があると考える。

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

早期発見と骨粗しょう症の予
防

30年度の方向性 現状維持

10-02-18

健康課
特定健診係

説明：特定健診等と同時実施により簡単
に出来る検査ということもあり、今後も
継続して取り組む必要がある。特定健診
等とともに、引き続き受診率の向上を
図っていきたい。

7,455

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

105

骨粗しょう症(節
目） 検診事業

大腸がん検診事業

10-02-17

健康課
特定健診係

健康増進法（国） 骨粗しょう症検診実施要綱（市）

56 141 132

根拠
法令
等

9 445 586 10,464 73

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：わくわく
健康プラザにて検診車を用いて実施し
ている。当日に結果を渡すことでコス
トを削減。受診後、検診結果が出るま
での間に、栄養士、保健師の健康教育
を実施。要精密検査と判定された方へ
は、更に栄養士、保健師による個別相
談を行っている。受診率は低いが、若
いうちから受診してもらうことで、健
康意識が高まるため、継続が必要であ
る。しかしながら、20歳から受診可能
にもかかわらず、若年層の受診率が低
く、特に同年代の受診率向上が課題で
ある。また、平成28年度より地域保
健・健康増進事業報告にて必要となる
ことから、要精密検査者の精密検査結
果把握も実施していく。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

上乗せ 横出し

13,919

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

大腸がんの早期発見、早期治
療に結びつける。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

　30年度の方向性 現状維持

がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

13,840 8,333 2,789 5,544 419 8,752 632 96

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：東久留米
市師会に検診を委託している。便潜血
検査（二日法）で実施。毎年、がん発
見率の高い検診である。受診率の向上
を図るため、24年度から特定健康診
査・後期高齢者健診等の健診と同時実
施したことにより受診率が増加した。
大腸がん検診は国のがん検診指針に基
づくものであり、今後も継続して実施
していく必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

便潜血検査（2日法）の実施

受診率
(％)

行政
補完的

政策的

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

5,702

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

行政
補完的

政策的

根拠
法令
等

対象

狂犬病予
防接種頭
数(頭)

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

東村山市 清瀬市

市内の犬

犬の適切な管理により、狂犬
病の発生を防ぎ、市民の健康
を守る。

健康課で登録、再交付、転入
等変更届の手続きが出来る。
獣医師に注射済票等交付手続
きを一部委託。４月には市内
５箇所で集合注射をしてい
る。

目的
・

意図 4,002
財政健全経営計画

実行プラン

3,836

西東京市

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市

上乗せ

事業
内容
・

活動
手段

狂犬病予
防接種率
(％)

3,922

対象 外部評価

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

10-02-20

健康課
予防係

犬の登録及び狂犬
病予防注射事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

東村山市

・狂犬病予防法

10-02-19

健康課
特定健診係

成人歯科検診（節
目）事業

2,444

3,975

3,858

事業
内容
・

活動
手段

12月に広報で募集。はがきで
申し込み　わくわく健康プラ
ザにて問診、骨密度測定。結
果を医師が判定し、当日渡
す。

受診率
(％)

111

現状維持

2,320 2,320 3,206 836 96

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

886

現状維持30年度の方向性　

7,407

1 達成度

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

効率性

小平市

 直営
（委託無）

終期

対象

該当

429 589 8,536

30年度の方向性

総合評価（課題・方向性）：狂犬病予
防法に基づき実施している。集合注射
だけでなく、市内および近隣市の動物
病院でも狂犬病予防注射済票の交付を
委託し、手続きしやすい環境が整って
いる。犬の登録及び狂犬病予防注射済
票の交付手数料の歳入により実施。狂
犬病について周知し、個別通知・督促
状の発送なども行いながら、接種率の
向上に努めたい。

説明：狂犬病予防注射の接種率向上のた
めに、通知内容の変更やＨＰの充実等を
行っていく必要がある。また、集合注射
の実施方法など獣医師と相談の上、より
円滑に実施できるように整えていく。

2,436 3,252 813

424 600

612

説明：狂犬病予防法に関する事務手数料
内で事業費を賄うことが出来ている。

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

清瀬市

404 8,525

目的
・

意図

市民の歯と歯ぐきの健康のた
め

市民40～75歳の節目(5歳刻
み)男女

受診者数
(人)

816

20、25、30、35、40、45、
50、55、60、65歳の女性

受診者数
(人)

対象 外部評価

3,298 8418542,444

6,523 2,548

財政健全経営計画
実行プラン

説明：平成27年度より、これまでに加え
新たに75歳も対象とした。一方で、高齢
世代では既に何らかの治療等で継続受診
している場合も多いため、若年層の未治
療者へ検診受診を促せるようにしていき
たい。

6,197 2,339

9,114

2,436

廃止予定
の有無

404 6,927

上乗せ 横出し

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

400 6,597 9,227

3 達成度

3効率性 3 達成度

健康増進法（国） 成人歯科検診実施要綱（市）

876 7,498 2,947 4,551 419 7,917 9,038 109

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：東久留米
市歯科医師会に委託。歯と歯ぐきの診
断をし、予防のための検診を実施。個
別勧奨を工夫し受診率を上げる必要が
ある。平成28年度より地域保健・健康
増進事業報告にて必要となることか
ら、要精密検査者の精密検査結果把握
も実施していく。

事業
内容
・

活動
手段

問診：歯と歯ぐきの診断

受診率
(％)

行政
補完的

政策的

効率性

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

760
3

西東京市

715

補助
金

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

10-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

健康づくりの推進

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

一般財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

95 95

健康課長
遠藤　毅彦

90

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 95

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

81

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

35 35

健康課長
遠藤　毅彦

35

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 34

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

35

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

3,500 3,120

健康課長
遠藤　毅彦

3,370

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 3,120

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2,800

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

17.5 20.0

健康課長
遠藤　毅彦

17.3

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 18.4

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

24.5

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 (改正実施年度　　年度)

根拠
法令
等

一部
委託

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症予防法）
・新型インフルエンザ等対策特別措置法

行政
補完的

政策的

自主的
(条例・規則等)

上乗せ 横出し

根拠
法令
等

対象

接種者数
(人)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

上乗せ

予防接種の普及促進を図り、
伝染病の発生及びまん延を予
防する。

市に住所を有する者で、各予
防接種において定められてい
る年齢にある者

①季節性インフルエンザ予防
接種:10月から翌年1月に対象
者に同ワクチンの個別接種を
実施。
②成人用肺炎球菌予防接種:
対象年齢の方に個別通知を送
付。対象者に同ワクチンの個
別接種を実施。

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

給付
事業

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

自主的
(条例・規則等)

横出し

義務的
(法律・政令等)

全部
委託

政策的

根拠
法令
等

対象

接種者数
(人)

19,403

（国）予防接種法

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

自主的
(条例・規則等)

目的
・

意図
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

市内に住所を有する者で、各
予防接種において定められて
いる年齢にある者

一部
委託

事業
内容
・

活動
手段

予防接種の普及促進を図り、
伝染病の発生及びまん延を予
防する。

予防接種法に基づき、BCG、四種
混合、三種混合、二種混合、B型
肝炎、Hib、小児用肺炎球菌、MR
（麻しん風しん）、水痘、日本
脳炎、子宮頸がんの各ワクチン
を集団または個別接種で実施。
対象者へ標準接種時期に個別通
知。※子宮頸がんは、現在積極
的勧奨を差し控えている。

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

患者が発生した場合の消毒等
の契約締結
新型インフルエンザ発生時の
感染防止対策

市内の感染症患者

事業
内容
・

活動
手段

給付
事業

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

上乗せ

補助
金

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

2,289

100

備蓄数
(着)

指定
管理

補助
金

183,181

38,291 4,330

37,483

0

接種率
(％)

12,830

目的
・

意図

2,385 9,540

775 1,650

13,639

（国）予防接種法

行政
補完的

廃止予定
の有無

191,968

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 (改正実施年度　　年度)

20,584

接種率
(％)

20,990

39,619

219,531

説明：国は「ワクチンギャップ」（他の
先進諸国と比べて、公的に接種するワク
チンの数が少ない）解消のため、平成26
年10月には、水痘、成人用肺炎球菌（B
類）が定期接種化となり、平成28年10月
には、B型肝炎が定期接種化された。定期
接種の種類が増えたことで、事務量が増
大している。

37,483 1,378

 直営
（委託無）

全部
委託

30年度の方向性

673 1,712

説明：新型インフルエンザ等対策を行っ
ていくには、多項目にわたるマニュアル
の整備が必要となる。防護服の必要数に
ついてもその１つであり、今後の検討課
題である。

説明：平成26年度は「東久留米市新型イ
ンフルエンザ等対策行動計画」の策定に
伴い、対策の方法が大きく変わったこと
から、一時的に防護服の購入を見合わせ
たため、事業費が低くなっている。平成
27年度から平成28年度にかけては、購入
数（=事業費）は減少しているが、今後も
引き続き備蓄を進めていく。

総合評価（課題・方向性）：「感染症
の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律」において定められた感
染症を予防するために実施する事業で
ある。法律に定められた感染症が発生
した場合、速やかに消毒作業等を行う
必要がある。新型インフルエンザ等発
生時の対策として、「東久留米市新型
インフルエンザ等対策行動計画」をも
とにまん延防止や予防接種に関するマ
ニュアル等を作成し、備品等の整備を
実施する。感染拡大の防止、治療にあ
たる医療従事者等の感染を防ぐための
防護服等の備蓄をすすめていく。

現状維持

673

該当

18,797 200,734

対象

新型イン
フルエン
ザ等対策
用防護服
購入数
(着)

320

指定
管理

250

感染症の予防とまん延の防止
を図り、公衆衛生の向上、増
進を図る。

2,425 7,578775

該当

横出し

業務フローに改
善の余地がある

12,360 87

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

効率性 1 達成度 3

1,996 －

13,148

一部
委託

　

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

制度改正の
余地がある

10-02-21

健康課
予防係

10-02-24

健康課
特定健診係

肝炎ウイルス検診
事業

10-02-22

予防接種事業（Ａ
類疾病）

一部
委託

指定
管理

10-02-23

健康課
予防係

健康課
予防係

予防接種事業（Ｂ
類疾病）

感染症予防事業

728

1,237 3,782 11,461

効率性 3

30年度の方向性

1,896

2

説明：平成27年度より、自己負担金を完
全無料化し、より受診しやすい環境を整
えた。肝炎ウイルス検診は40歳以上で生
涯に一度のみ受診可能であり、40歳には
受診券を個別発送しているところであ
る。さらに国民健康保険加入者は特定健
診と同時に受診が可能であるため、40歳
で受診していただけるように努めたい。

現状維持

受診率
(％)

現状維持

39,619 44,111 3,234 100

　30年度の方向性

説明：定期予防接種の種類が数年前と比
較しても多岐にわたり、かつ複雑化して
いる。そのため、対象者の方へより丁寧
かつ簡潔な説明・周知が必要と考える。

総合評価（課題・方向性）：
集団接種（BCG）の案内配布や予防接
種ごとに必要な時期を考慮して送付す
る個別通知により、接種率は高水準を
維持。
市内のほか、近隣四市の予防接種実施
医療機関及び都立小児総合医療セン
ター（府中市）での接種も可能であ
り、接種環境は整っている。
平成28年10月からB型肝炎が定期予防
接種化され、今後も他の予防接種が定
期接種化する可能性も大いに考えられ
る。

特定財源：（都）子育て推進交付金、
予防接種事故対策費補助金

現状維持

200,374 213,208 10,358 95

効率性 3 達成度 3

30年度の方向性　

総合評価（課題・方向性）：高齢者イ
ンフルエンザ予防接種は、市内及び近
隣四市の予防接種医療機関で接種可能
であり、接種環境は整っている。
成人用肺炎球菌予防接種は、今までこ
のワクチンを接種したことがない方を
対象に、平成３０年度までに一人一回
定期接種の機会を設けている。

12,834

3

38,861

230,379 10,976

38,291

17,193

　制度改正の
余地がある

10,848

11,939206,169

外部評価

横出し

肝炎ウイルス感染を早期に発
見し、早期治療に結びつけ
る。目的

・
意図

事業
内容
・

活動
手段

3,073

行政
補完的

政策的

289 3,572

　

100

2,545 1,931

14,201

4,492

説明：法に則って実施している。

42,621 3,322

効率性 3 達成度

218,108 11,241

業務フローに改
善の余地がある

614

　制度改正の
余地がある

説明：成人用肺炎球菌予防接種は、平成
26年10月から定期接種化されたため、任
意接種をされた方の接種歴を市が把握で
きず、対象年齢者全員へ通知を発送して
いる。また、対象年齢者全員を母数に接
種率を割り出すことから、実際の接種率
は不明である。

達成度

108

2,956

業務フローに改
善の余地がある 　

441 3,801

330

1,223 5,024 11,392

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

40歳以上の市民で、過去に肝
炎ウィルス検診を受けたこと
のない者

40歳の
受診者数
(人)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

西東京市

特定健診・後期高齢者健診、
無保険者健診と同時実施（40
歳以上は、過去に肝炎ウィル
ス検診を受けたことのない
者）、被用者保険等の加入者

小平市 東村山市 清瀬市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

補助
金

健康増進法（国）

1,770 519 1,283

総合評価（課題・方向性）：40歳と41
歳以上で未受診の者に対して肝炎ウイ
ルス検診受診券を発行し、6～10月に
市内指定医療機関にて個別健診実施。
検査を受ける者は、主に特定健診・後
期高齢者健診の対象者であり、被用者
保険等の市民の方に未受診者が多い。
国民の安心を守る肝炎対策強化推進事
業により、肝炎ウイルス検診へ個別勧
奨メニューを実施するよう求められて
おり、当市では平成25年度から40歳の
み実施。

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

10-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

健康づくりの推進

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

一般財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

健康課長
遠藤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

健康課長
遠藤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

49.8 50.0

健康課長
遠藤　毅彦

49.5

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 49.7

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

59.7

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

35.2 27.0

健康課長
遠藤　毅彦

35.0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 26.8

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

22.4

一部
委託

指定
管理

行政
補完的

政策的

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

廃止予定
の有無

終期

全部
委託

一部
委託

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

指定
管理

終期

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

・大気汚染医療費助成条例（東京都）　・大気汚染に健康障害者に対する医療等の助成に
関する条例（及び施行規則）（東京都）

行政
補完的

目的
・

意図

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

（国）健康増進法第９条

4,022

1,8551,855

外部評価
財政健全経営計画

実行プラン
対象

5

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

　

申請件数
(件)

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

該当

上乗せ 横出し

1,850

全部
委託

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

財政健全経営計画
実行プラン

小平市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

健康増進法（国）

21,879

小平市

該当

上乗せ 横出し

595

437

大気汚染の影響を受けると推
定される疾病にかかった者に
対し医療費を助成する。

471

対象

清瀬市

外部評価

東村山市

東村山市 清瀬市 西東京市

3

100 316

業務フローに改
善の余地がある 　

3,990

40歳以上または40歳未満の交
付を希望する市民

5
395

115

健康手帳交付事業

10-02-25

健康課
保健サービス係

特定健康診査に伴
う追加項目健診事
業

10-02-27

健康課
特定健診係

10-02-28

健康課
特定健診係

無保険者健康診査
事業

52

10-02-26

外部評価

指定
管理

43,537 3,036

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

477 6,395

業務フローに改
善の余地がある

補助
金

大気汚染医療費助
成受付事務

健康課
予防係

総合評価（課題・方向性）：結核の早
期発見・早期治療を目的に、65歳以上
の市民に対しては、1年に1回胸部レン
トゲン検査実施が義務づけられている
ため、事業継続が必要。6～10月に市
内指定医療機関で個別健診実施。特定
健診・後期高齢者健診対象者は同時実
施できるため受診者が多く効率的であ
る。

27,889

1,608

158 2,290 100

効率性

各種健康診査の結果や健康相
談の内容を記録し、自らの健
康管理、健康づくりに活用す
ることができる。

健康手帳
交付をし
ている事
業回数
（回）

健康手帳
の活用方
法を理解
して交付
を受けた
人の割合
（％）

81

94

1,795
東京都で実施している大気汚
染医療費助成制度の申請を東
京都に代わって受理する。

1,850

69

説明：国保加入者の特定健診と同様、今
後も継続して実施していく予定。引き続
き、受診率の向上に努めていく必要があ
ると考える。

43,585 3,032 99

説明：東京都の制度に則って実施してい
る。

説明：平成27年度に制度改正があり、対
象者が全年齢から18歳未満へと狭まった
ことに伴い、平成27年度においては申請
件数が大きく減少した。

－

1,900 4,348

効率性

130

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：受診に関
する案内を対象者全員に個別通知。誕
生月毎に健診実施月を分け、6～10月
に市内指定医療機関にて個別健診実
施。特定健診に準ずる健診項目を実施
し、健診費用は無料。生活習慣病予
防・病気の早期発見・早期治療のため
に1年に１回の健診機会の提供は今後
も必要。

16,953

効率性 2

　

達成度 3

達成度

3,2221,917

29,442

総合評価（課題・方向性）：福祉保健
区市町村包括補助による全額補助によ
り実施。東京都の大気汚染に伴う気管
支ぜんそく等に対する2年に1度の更新
手続きが必要な医療費助成である。受
理事務について、市で行うことで市民
の利便性が高いと考える。平成27年4
月に制度改正があり、新規対象者が全
年齢から18歳未満へと狭まった。

特定財源：（都）医療保健政策区市町
村包括補助事業補助金（10/10補助)

　30年度の方向性

総合評価（課題・方向性）：
【評価】市民が、自身の健診結果等の
経過について健康手帳に記録しておく
ことで、自分の健康状態をよく理解す
ることにつながっている。一般的な健
康手帳と、女性の健康手帳の二種類を
発行している。
【課題】平成29年度より補助対象外と
なる。厚労省のＨＰからのダウンロー
ドによる交付となる。
【方向性】健康増進法に位置付けは継
続するため、高齢者などパソコンを使
用していない市民も多いため、一般的
な健康手帳の発行を継続していく。

62

説明：年齢層の比較的高い、65歳以上の
国民健康保険加入者、後期高齢者は全年
齢で受診可能であるため、健診自体の受
診率に左右されるものの、今後も受診者
の増加が見込まれる。

1,590 44,411

制度改正の
余地がある

健診・健康教育・個別相談
等、市民に接する事業等を通
して健康手帳を交付する。

99

目的
・

意図

14,374

2,503 8,898 18,654

対象

気管支ぜん息にり患し、都内
に引き続き１年以上住所を有
し、健康保険等に加入してい
る市民（新規申請は18歳未満
のみ）

節目年齢（40・45・50・55・
60歳）・65歳以上の東久留米
市国民健康保険加入者、後期
高齢者医療被保険者

1,795

事業
内容
・

活動
手段

1,668

事業
内容
・

活動
手段

17,387

病気の早期発見、治療を行
う。
（胸部疾患）

対象

政策的

感染症予防法（国）

347

制度改正の
余地がある

7,5922,385

2,413 7,883

50

49

効率性 3

235

252

3

達成度

制度改正の
余地がある

14,339

説明：
健康増進法に位置付けられている事業で
あり、様々な機会を通して市民への健康
手帳配布を行っている。

受診者数
(人)

41,929 12,487

2,554

346

30年度の方向性

30年度の方向性 現状維持　

63

365 3,650

達成度 3

業務フローに改
善の余地がある 　

説明：
在庫数があり、購入部数を少なくしたた
めコスト減となった。

＊（都）健康診査補助により一部補助
　平成29年度より、補助対象外となる。

業務フローに改
善の余地がある 　

現状維持

49

43

1,88186 3,994

現状維持

補助
金

目的
・

意図
清瀬市 西東京市

廃止予定
の有無

1,938

5,207 3,518

2,373

財政健全経営計画
実行プラン

対象

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

受診者数
(人)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

465 5,470 3,532

対象

40歳以上の生活保護受給者及
び中国残留邦人

1,689

補助
金

目的
・

意図

病気の早期発見、治療を行
う。

一部
委託

行政
補完的

政策的

41,917 14,028

42,821

事業
内容
・

活動
手段

対象者には個別通知
市内指定医療機関にて個別健
診実施
問診、身体計測、診察、血
圧、血液検査（血糖、脂質、
肝機能）、尿検査、
貧血、心電図（一部） 受診率

(％)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

小平市 東村山市 西東京市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

17,052 25,769

事業
内容
・

活動
手段

市内指定医療機関にて個別健
診・特定健診時に胸部レント
ゲンを実施。

受診率
(％)

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

10-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

健康づくりの推進

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

一般財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

21.5 18.0

健康課長
遠藤　毅彦

21.3

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 16.0

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

20.5

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

95 95

健康課長
遠藤　毅彦

86

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 97

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

97

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

90 85

健康課長
遠藤　毅彦

85

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（2市が実施だが内容は各市異なる ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

　業務フローに改
善の余地がある 　

350 145

306 144

439

611

699

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

妊娠中に罹患すると母体から胎
児に感染し、胎児が先天性の疾
患・障害等（先天性風しん症候
群）を生じる恐れがあるため、
予防接種を行うことで免疫獲得
を進め、先天性風しん症候群の
発生を防止する。

877

349

接種者数
(人)

外部評価

廃止予定
の有無

麻しん風しん混合ワクチン又
は風しん単独ワクチンの個別
接種を実施。

58

74

事業
内容
・

活動
手段 接種率

(％)

目的
・

意図 78

上乗せ

義務的
(法律・政令等)

438

目的
・

意図

国のがん対策事業で受診率を
50％まで引き上げる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4,551

市に住民登録があり、過去に風しん含有ワ
クチンを２回以上接種していない19歳以上
の妊娠を予定又は希望する女性で、風しん
抗体価が基準値（HI抗体価が16倍以下もし
くはEIA価8.0未満）を下回る方

自主的
(条例・規則等)

東村山市 清瀬市

根拠
法令
等

対象

努力義務的
(法律・政令等)

終期

健康課
保健サービス係

対象

制度改正の
余地がある

0 －

東くるめわくわく
元気plus+

30年度の方向性 現状維持

4,539 4,539 11,122 15,661 76,395 100

事業
内容
・

活動
手段

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

（市）健康増進計画
（市）まち・ひと・しごと地域創生総合戦略

205

アンケー
ト回答者
のうち、
健康づく
りを意識
して行っ
た人の割
合(％)

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

－

全部
委託

目的
・

意図 0

上乗せ 横出し

西東京市

説明：新規事業の構築のため、業務量が
多くなった。今年度に事業の基礎を構築
できたので、今後は現在の内容をベース
に検討していく。

説明：(国)地域創生加速化交付金(10/10
補助、単年度のみ)を活用して実施。新規
事業の構築のため、業務量は多くなっ
た。次年度以降は、(都)医療包括補助
(1/2補助)を活用していく。達成度として
は、事業開始から3カ月であるので、次年
度以降に波及できるようにしていく。＊
Ｈ28地域創生加速化交付金、Ｈ29～医療
包括補助（都1/2補助）

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

横出し

 (改正実施年度　　年度)

一部
委託

指定
管理

補助
金

市内産業と連携し、市民が｢
お得に｣｢楽しく｣健康づくり
に取り組む仕組みをつくるこ
とにより、健康無関心層も含
めた市民の健康意識を高め
る。社会貢献および社会参加
も促していく。

3

（都）医療保険政策区市町村包括補助事業実施要綱
（市）風しん等ワクチン（先天性風しん症候群対策）接種事業実施要綱

0

一部
委託

指定
管理

小平市

１８歳以上の市民、在勤者、
在学者

シートで2週間の健康づくり
の取組みと健診受診などボー
ナスポイントをためて申請す
ると、市内店舗で利用できる
お得なカードを発行。生活の
中で気軽に楽しく健康づくり
に取り組むことができる仕組
みにより市民の健康意識を高
めていく。

該当

上乗せ

給付
事業

該当

健康課
特定健診係

10-02-30

健康課
予防係

先天性風しん症候
群対策予防接種事
業

10-02-29

がん検診推進事業

10-02-31

横出し

2,373

 直営
（委託無）

全部
委託

844

755 13,017

効率性 4 達成度 3

30年度の方向性 現状維持
業務フローに改
善の余地がある

0

効率性

総合評価（課題・方向性）：
【評価】市の主要施策として位置づけ
られている新規事業として平成29年1
月から開始。事業構築は、課内ＰＴお
よび関係各課との連携、健康づくり推
進員の協働により実施。気軽にできる
健康づくりとして市民が取り組み、健
康意識を高めることにつながってい
る。
【課題】引き続き、市民に広く周知
し、元気ｐｌｕｓ＋に取り組む市民を
増やす
【方向性】周知は、推進員活動とし
て、口コミによる波及、市民が集まる
場所（イベント等）に出向く等、積極
的に実施する。また、周知時は、目標
の立て方など助言し、カード申請につ
ながるアプローチも行っていく。

総合評価（課題・方向性）：平成21年
度から制度がスタート。平成23年度か
ら「がん検診推進事業」と名称が変わ
り、対象に大腸がん検診が追加され
た。平成26年度から子宮頸がん、乳が
んは「働く世代の女性支援のためのが
ん検診推進事業」へと移行し、平成27
年度では事業名が「がん検診推進事
業」、「働く世代の女性支援のための
がん検診未受診者対策緊急支援事
業」、「新たなステージに入ったがん
検診の総合支援事業」へと細分化され
た。さらに平成28年度では、これらの
各事業が「新たなステージに入ったが
ん検診の総合支援事業」に一本化され
た。

30年度の方向性 現状維持

対象

305

業務フローに改
善の余地がある

総合評価（課題・方向性）：
平成25年度から市医師会と委託契約
し、医師会加入医療機関で個別接種を
実施。先天性風しん症候群の発生予防
に寄与している。
接種に係る費用は、（都）医療保険政
策区市町村包括補助事業及び（市）風
しん等（先天性風しん症候群対策）接
種事業により、被接種者へ一部助成。

特定財源：（都）医療保健政策区市町
村包括補助事業補助金（１/２補助)

1,023 13,115

11,405 91

説明：平成27年度から平成28年度にかけ
ては、接種者数の増加に伴い、事業費が
増加している。

　制度改正の
余地がある 　

財政健全経営計画
実行プラン

行政
補完的

カード申
請数(枚）

説明：平成26年度から、接種前に抗体検
査の受検または任意結果表による抗体価
の確認を実施し、低抗体の方を助成対象
としたことで効率化が図られた。

8,426 28,275 118

説明：委託化等図れる部分は既に実施し
ているため、これ以上の業務フロー改善
は見込めない。

達成度 3

146

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

平成28年4月1日現在、【子宮
頸がん検診】20歳の女性、
【乳がん検診】40歳の女性

【子宮頸がん】
問診・視診・内診・子宮頚部
の細胞診の実施
【乳がん】
問診・視触診・マンモグラ
フィ検診（乳房エックス線検
査）の実施

受診者数
(人)

16,679 1,814 4,427
受診率
(％)

行政
補完的

政策的

効率性 1 達成度 4

補助
金

廃止予定
の有無

説明：平成26年度から疾病予防対策事業
費等補助金の補助対象基準額が大幅に変
更となり、補助額が減額。結果的に一般
財源による支出が増大している。また、
平成28年度ではクーポン券対象者が変更
になったことから、事業額も大幅に減っ
ている。

37,413

　制度改正の
余地がある 　

10,361 10,772 16,280 4,766 42,179 9,268
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

4,821 21,500 9,06010,438

がん検診推進事業実施要綱（国）

298 3,425 623 938 1,864 5,001

事業
内容
・

活動
手段

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

東久留米市


